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△ 退職金から控除される税金

Q:私は、もうすぐ定年退職になり退職金
を受け取ることになります。退職金にも税金

がかかるのでしょうか。

A:退職金にも所得税と住民税がかかりま
す◎

【解説】

退職金は、税法上「退職所得」と呼び、他

の所得とは分離して税金がかけられます。退

職金は、永年にわたって勤務したことに対す

る報酬として一時に支給されるもので、また

退職者の老後の問題等も考慮して、退職金の

課税には特別な配慮がなされています。

退職所得の金額は、退職金の総額から退職

所得控除額を控除し、その残額の2分の1が

課税対象になります。

この場合の退職所得控除額は、勤続年数に

応じて次のようになっています。

(1)勤続年数が20年以下のとき

40万円×勤続年数

、

(80万円以下の場合には80万円）

(2)勤続年数が20年を超えるとき

800万円十70万円×（勤続年数-20年）

退職所得控除を受けるには、「退職所得の

受給に関する申告書」の提出が必要です。退

職金を受け取る際にこの申告書を提出した場

合には、源泉徴収によって納税が完了します

ので、確定申告は不要ですが、申告書の提出

がない場合には、退職金の総額に一律20％を

かけた額が所得税として源泉徴収されますの

で、確定申告で税額の精算を行うことになり

ます。


